
 

 

 

習 志野市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する条例（案）  

（趣旨）  

第１条  この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」という。）の施行に関

し、習志野市個人情報保護条例（平成１０年条例第２２号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（市の責務）  

第３条  市は、個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し、その適正な取扱

いを確保するために必要な措置を講ずるとともに、国との連携を図りながら、

自主的かつ主体的に、地域の特性に応じた施策を実施するものとする。  

（個人番号の独自利用）  

第４条  法第９条第２項の規定により、別表第１の左欄に掲げる機関（法令の規

定により同表の右欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者が

ある場合にあっては、その者を含む。）は、同表の右欄に掲げる事務の処理に

関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及

び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。  

（法別表第２の事務処理のための同一機関内における利用）  

第５条  市長、教育委員会又は農業委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務

を処理するために必要な限度で、同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって

自らが保有するものを、利用することができる。ただし、法の規定により、情

報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該

特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。  

（独自利用事務等の処理のための同一機関内における利用）  

第６条  別表第２の左欄に掲げる機関（法令の規定により同表の中欄に掲げる事

務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、その者を

含む。）は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必要な限度で、同表の



 

 

 

右 欄に掲げる特定個人情報であって当該機関の保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して

他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることができ

る場合は、この限りでない。  

（特定個人情報の提供）  

第７条  法第１９条第９号の条例で定める特定個人情報を提供することができる

場合は、別表第３の第１欄に掲げる機関（法令の規定により同表の第２欄に掲

げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、そ

の者を含む。）が、同表の第３欄に掲げる機関（法令の規定により同表の第４

欄に掲げる特定個人情報の利用又は提供に関する事務の全部又は一部を行うこ

ととされている者がある場合にあっては、その者を含む。）に対し、同表の第

２欄に掲げる事務を処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報

の提供を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる者が当該特定個人情報を

提供するときとする。  

（書面提出義務の解除）  

第８条  次に掲げる場合において、他の条例等（条例及び規則 (地方自治法第１３

８条の４第２項の規程を含む。 )並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の１７の２第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（

昭和３１年法律第１６２号）第５５条第１項の規定により市が処理することと

された事務について規定する千葉県の条例及び規則をいう。）の規定により当

該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられていると

きは、当該書面の提出があったものとみなす。  

(１ ) 法第１９条第１４号の規定による特定個人情報の提供があった場合  

(２ ) 第５条又は第６条の規定による特定個人情報の利用を行う場合  

(３ ) 前条の規定による特定個人情報の提供を行う場合  

（委任）  

第９条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

附  則  

この条例は、平成２８年１月１日から施行する。ただし、第５条及び第６条中



 

 

 

情 報提供ネットワークシステムに係る部分並びに第８条第１号の規定は、法附則

第１条第５号に定める日から施行する。  



 

 

 

 

別 表第１（第４条）【例】  

機関  事務  

１  市長  生 活に 困窮す る外 国 人に対 する生 活保護の措置に関する事

務であって規則で定めるもの  

 



 

 

 

別 表第２（第６条）【例】  

機関  事務  特定個人情報  

１  市長  児童手当法（昭和４６年

法律第７３号）による児

童手当又は特例給付（同

法 附 則 第 ２ 条 第 １ 項 に

規定する給付をいう。以

下同じ。）の支給に関す

る 事 務 で あ っ て 規 則 で

定めるもの  

地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）その他の地方税に関する法

律に基づく条例の規定により算定

した税額又はその算定の基礎とな

る事項に関する情報（以下「地方

税関係情報」という。）であって

規則で定めるもの  

 



 

 

 

別 表第３（第７条）【例】  

１  情報照会機

関  

２  事務  ３  情 報 提 供

機関  

４  特定個人情報  

１  教育委員会  高 等 学 校 等 就 学 支 援

金 の 支 給 に 関 す る 法

律（平成２２年法律第

１８号）による就学支

援 金 の 支 給 に 関 す る

事 務 で あ っ て 規 則 で

定めるもの  

市長  地 方 税 関 係 情 報 で

あ っ て 規 則 で 定 め

るもの  

 

 

 

 


